
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源

構 成 比

4,295,852 28.36 4,295,852 50.66
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 112,151 0.74 112,151 1.32 2,636,714 2,591,496 28.14

19,296 1,699 12,829 14,091 0.09 14,091 0.16 1,734,578 1,733,761 18.83

17,201 8.7% 65.8% 31,201 0.21 31,201 0.37 904,596 904,596 9.83
1,438 12,417 96,690 0.64 96,690 1.14 1,925,402 1,925,402 20.91
8.0% 68.9% 349,491 2.31 349,491 4.12 1,922,312 1,922,312 20.88

19,494 0.13 19,494 0.23 3,090 3,090 0.03

14,137 0.09 14,137 0.18 5,466,712 5,421,494 58.88

4,227,969 27.91 3,488,444 41.14 1,328,085 1,127,997 12.25

3,488,444 23.03 3,488,444 41.14 20,155 20,155 0.22

739,525 4.88 891,737 648,179 7.04

9,161,076 60.48 8,421,551 99.32 1,346,625 1,291,224 14.02

7,960 0.05 7,960 0.09

255,832 1.69 670,000 8,509,049 92.41

273,692 1.81 12,289 0.14

39,178 0.26 421,062

2,666,895 17.60 22,046 92.4 ％

34,770 0.23 34,770 0.41 421,003

1,142,495 7.54 55,349

6,579 0.04 1,599 0.02 351,920

6,297 0.04 12,786 100.3 ％

1,657 0.01 948

63,330 0.42

179,439 1.18 1,452 0.02 59 14.1 ％

1,309,500 8.65

728,300 4.81 15.0 ％

15,148,700 100.00 8,479,621 100.00 10,144,376

決 算 額 構成比 増 減 率
基準税額
×100/75

決 算 額 構 成 比 一般財源等

1,861,165 43.33 99.0 1,843,922 194,720 1.29 194,720

1,568,467 36.51 99.2 1,571,103 1,700,487 11.30 1,579,155

313,610 292,698 6.82 97.6 272,819 6,220,627 41.32 2,974,940

341,154 1,342,077 8.92 1,128,328

242,722 2,015,673 46.92 97.6 1,990,040 49,454 0.33 10,886

291,611 112,688 2.62 102.3 95,755 195,131 1.30 138,019

307,768 306,326 7.13 115.0 302,124 48,410 0.32 38,749

911,851 6.05 572,626

765,833 5.09 378,396

1,445,128 9.60 1,028,890

4,680 0.03 59

2,001,356 13.29 1,925,402

174,206 1.16 174,206

・

(千円) 31,912 4,295,852 100.00 99.4 4,231,841 15,053,960 100.00 10,144,376
(千円) 255,122 現年課税分 滞納繰越分 合 計
(世帯) 5,863
(人) 9,976
(円) 184,052
(円) 108,169
(円) 324,548

7,214,965

指定団体等の状況指数等区分

積 立 金 現 在 高

(A) 14,887,284

(C) 63,330

(B)

0.6

1

実質公債費比率

歳 入 総 額

1,644,146

1,046,562
15.8

3

実 質 収 支 比 率

歳 入 歳 出 差 引 額
(A)-(B)

2 歳 出 総 額 14,823,954

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

(D) 29,524

7

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E)

6 単 年 度 収 支 (F)

積 立 金 (G)

し尿処理関係
15,897

495,519 636,932 債 務 負 担行 為額 2,437,962

地 方 債 現 在 高

468,592

平成24年4月1日

平成24年4月1日

普 通 会 計

6.95

100.00

18,000

672,319

26,927

47,804

－

594,900

16,112,737

人 件 費

事務の共同処理の状況

25,568

4,680

1,648,826

27,486

2,747,368

1,827,241

3,161,282

7,910,006

加 入 世 帯 数

平成24年4月1日

0.17

合 計

労 働 費

市 町 村 民 税

区   分

合 計

39

3.70

13,548

実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J)

621,035

民 生 費

議 会 費

0.09

一 人 当
支 給 月 額

94,083

13,305

平成26年 4月
給料支給総額

94.0%

娯楽施設利用税

法 人 分 47,804

衛 生 費

合 計1.40/100固 定 資 産 税

経常収支比率

起債制限比率

減税補てん債及び臨時
財政対策債を除いた場
合の経常収支比率

9 積 立 金 取 崩 額 (I)

合 計

0.23

9.14

10.35

0.12

1,376,494

34,065

1,558,504

経常収支
比 率

経常一般
財 源

小 松 島 市
一般財源等
（税等）

Ⅰ － ２
歳 入

区 分
地 方 税

決 算 額

52.54

12.20

10.95

18.25

2,001,356

1,998,266

3,090

556,550

区 分

総 務 費

15,053,960

臨時財政対策債

超過課税分
収入額

減収補てん債特例分

特 別 交 付 税

地 方 交 付 税 1,835,746

地 方 債

0.03

10.92

0.18

普 通 交 付 税

単 独

補 助

物 件 費

小 計

40,333人 40,815人

財 政 力 指 数

標 準 財 政 規 模

3,728,763

普通建設事業費

4.47

地方消費税交付金

軽油,自動車取得税交付金

23.1% 元 利 償 還 金

使 用 料

一時借入金利子

△3.56%

市町村名

住民基本台帳人口

平成24年度

配当割交 付金

公 債 費22 年

産 業 構 造類 型

徳 島 県

増 加 率

国 調

45.30

平成25年3月31日

8

消 防 職 員

15,148,700

平成25年度

な し

就
業
人
口

共 同 施 設 税

個 人 分

性 質 別 歳 出
県 名

Ⅰ － １

区 分
構成比

種地区分

職 員 数

区 分

600,600

人口密度

昭和35年以降の合併状況

10,498

4,369

33,806

45,037

収 益 事 業収 入額

15,053,960

公 債 費 比 率

教 育 公 務 員

300

10

(H)繰 上 償 還 金

一 般 職 員 等

区 分

一 般 職 員

うち技能労務職

公共下水道事業

普 通 会 計
からの繰入

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名

無

無

28,374

国 民 健 康
保 険 事 業

介護保険事業

職 員 数

7,749

5,881

255,122無 31,912

213,166

354

無

平 成 17 年

平 成 25 年 度

17

8

－

18

36

72,574

有

合 計

人 口 （ 人 ）

40,614

94,740

区分

面 積 ( ｋ ㎡ )

45.2342,115

平成26年3月31日

平 成 22 年
国
調

市 長

教 育 長

632,700

特 別 職 等

区 分

副 市 長

660,000

一人当り平均給料月額改定実施年月日

108,950

平成24年4月1日

平成24年4月1日

平成24年4月1日

議 会 議 長

法 適
の

有 無
収 支 額

174,206

議 会 副 議 長

収 入 役

897

4,963

25.5%国 調

新産都市、広域市町村圏
基 準 財 政需 要額

931

基 準 財 政収 入額
昭和46年指定

利子割交 付金

4,151

小 計

17 年

49,703

東部地方拠点都市地域

平成5年指定
0.52

9,028,619

第 二 次

　　那賀川湛水防除

手 数 料

国 庫 支 出 金
国有提供施設等所在市町村助成交付金

県 支 出 金

交通安全対策特別交付金

地方特例交付金

株式等譲渡所得割交付金

　　市町村税滞納整理
1,730,735

合 計

寄 付 金 県営事業負担金
同級他団体施行事業負担金

受 託 事 業 費

う ち 人 件 費

諸 収 入

繰 入 金

失業対策事業費

う ち 職 員 給

繰 越 金

　　後期高齢者医療

財 産 収 入

災 害 復 旧 費

12.14

地 方 譲 与 税

投 資 的 経 費

投資・出資・貸付金

前年度繰上充用金

維 持 補 修 費

扶 助 費

分担金・負担金

21.00

補 助 費 等

議 会 議 員 391,000

水 利 地 益 税

繰 出 金

積 立 金

13.29

13.27

0.02

都 市 計 画 税

自 動 車 事 業

水 道 事 業

16 472,000

417,000有

26,402

17,830

特別土地保有税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

電 気 税

市 た ば こ 税

農 林 水 産 費

商 工 費

法定外普 通税

目 的 税

入 湯 税

土 木 費

消 防 費

前年度繰上充用金

適 用 税 率 の 状 況

教 育 費

諸 支 出 金

65,634

宅 地 開 発 税

合 計

91.3%

59.7%98.4%市町村民税

特別区調整納付金

災 害 復 旧 費

公 債 費

区 分

97.1%

97.4% 26.9%

35.1%

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

97.8%

被保険者一人当り保険税調定額
固定資産税

市 町 村 民 税

均等割：3,000円
所得割：標準税率に対する比率　1.0

収 支 額

4

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

被 保 険 者 数

均等割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：14.7/100

3

8

個 人 分

法 人 分

79,315 7
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国
保
会
計
の
状
況

競 輪 事 業

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

489,616

無


